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年
１
月
に
財
政
見
通
し
に
関

す
る
二
つ
の
重
要
な
試
算
が

公
表
さ
れ
た
。
内
閣
府
の

「
中
長
期
の
経
済
財
政
に
関
す
る
試

算
」（
以
下
、
中
長
期
試
算
）
と
財
務
省

の
「
平
成
30
年
度
予
算
の
後
年
度
歳
出

・
歳
入
へ
の
影
響
試
算
」（
以
下
、
後
年

度
試
算
）
で
あ
る
。
だ
が
、
こ
の
二
つ

に
共
通
す
る
の
は
、
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
（
国

内
総
生
産
）
成
長
率
の
見
通
し
に
対
す

る
甘
さ
で
あ
る
。

　
中
長
期
試
算
で
は
、
低
成
長
ケ
ー
ス

で
も
、
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
は
２
０
２

７
年
度
ご
ろ
に
向
け
て
１
・
７
％
だ
と

い
う
。
後
年
度
試
算
の
低
成
長
ケ
ー
ス

で
も
、
名
目
成
長
率
は
１
・
５
％
の
想

定
に
な
っ
て
い
る
。
ち
な
み
に
、
２
０

０
０
年
度
か
ら
16
年
度
ま
で
の
名
目
成

長
率
の
平
均
は
０
・
２
％
で
あ
っ
た
。

人
口
減
の
日
本
に
あ
っ
て
、
こ
の
名
目

成
長
率
の
前
提
は
現
実
的
な
の
か
。

　
財
政
赤
字
に
つ
い
て
は
、
後
年
度
試

算
で
は
新
規
国
債
発
行
額
は
毎
年
増
加

し
、
21
年
度
に
は
35
・
４
兆
円
に
膨
ら

む
。
中
長
期
試
算
の
低
成
長
ケ
ー
ス
で

は
、
27
年
度
ご
ろ
に
お
け
る
国
と
地
方

合
計
の
財
政
赤
字
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
）
は

３
・
３
％
に
達
す
る
と
い
う
。

　
財
政
の
持
続
可
能
性
を
見
る
指
標
と

し
て
押
さ
え
て
お
き
た
い
の
が
債
務
残

高
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
）
の
見
通
し
だ
。
現

時
点
で
す
で
に
２
０
０
％
を
超
え
て
い

る
が
、
将
来
、
ど
う
な
る
の
か
を
予
測

し
て
み
よ
う
。
債
務
残
高
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ

比
）
は
、
ド
ー
マ
ー
の
命
題
か
ら
、
財

政
赤
字
の
見
通
し
を
名
目
成
長
率
で
割

っ
た
値
に
収
束
す
る
こ
と
が
知
ら
れ
て

い
る
。
名
目
成
長
率
が
０
・
２
％
の
場

合
、
27
年
度
の
債
務
残
高
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ

比
）
は
１
６
５
０
％
（
＝
３
・
３
％
÷

０
・
２
％
）
に
収
束
し
て
い
く
。
財
政

の
持
続
可
能
性
を
高
め
る
た
め
、
財
政

赤
字
の
縮
小
が
必
要
な
の
は
明
ら
か
だ
。

　
成
長
率
は
不
確
実
性
を
伴
う
た
め
、

乱
数
を
入
れ
て
算
出
す
る
モ
ン
テ
カ
ル

ロ
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
と
い
う
手
法
も

あ
る
。
１
９
６
０
～
16
年
の
経
済
指
標

と
、
５
０
０
０
本
の
異
な
る
シ
ナ
リ
オ

を
入
れ
て
試
算
し
た
と
こ
ろ
、
日
本
の

債
務
残
高
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
）
が
25
年
後

に
３
５
０
％
以
上
に
な
る
確
率
は
、
42

・
８
％
と
な
っ
た
。

　
政
府
は
20
年
度
ま
で
に
プ
ラ
イ
マ
リ

ー
バ
ラ
ン
ス
（
基
礎
的
財
政
収
支
）
を

黒
字
化
す
る
と
い
う
財
政
再
建
の
目
標

を
断
念
し
た
。
27
年
度
ご
ろ
の
達
成
を

目
指
す
と
い
う
声
も
あ
る
が
、
も
は
や

先
送
り
は
許
さ
れ
な
い
。
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